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豪ドルの対円レートと鉄鉱石価格

対円レート（左軸）

鉄鉱石価格（右軸）

2017年3月30日 改善が進む豪州の景気と国際収支、豪ドルも堅調見通し 
2017年3月07日 豪州の金融政策は6会合連続の据え置き（2017年3月） 

（No.2,719） 
〈マーケットレポートNo.5,342〉 

2017年4月4日 

景気の拡大、物価の安定等から豪ドルは底堅い展開へ 
  豪州の金融政策は引き続き据え置き（2017年4月） 

■豪州準備銀行（RBA）は4月4日に開催した金

融政策決定会合で、政策金利を1.50％に据え置

くことを決定しました。7会合連続の据え置きです。

ブルームバーグ社の集計によれば、対象29名のエコ

ノミスト全員が据え置きを予想していました。 

政策金利は据え置き 
市場予想通り1.50％に決定 

■景気については、「緩やかな拡大」との評価を維持し

ました。労働市場には、失業率の小幅な上昇など

一部に鈍化の徴候が見られるものの、雇用関連の

先行指標の動きを見る限り、改善の基調に変化は

ないとの判断を下しています。 

■一方、インフレの基調は、依然として低い水準に止

まっています。今後も、労働コストの抑制等により低

い水準での落ち着いた推移となる見込みです。 

■先行きの金融政策についての言及は今回も特にあ

りませんでしたが、低金利に支えられ国内景気の堅

調な推移が見込まれる一方、インフレが低い水準で

安定していること等から、今後も政策のスタンスは中

立維持の可能性が高いと考えられます。 

当面は現状維持の見通し 

景気は堅調に拡大、物価は安定 

豪州通貨は底堅い展開へ 

（注）データ期間は為替レートが2015年3月2日～2017 
     年4月4日。2017年4月4日は日本時間14時時点 
         のレート。鉄鉱石が2015年3月2日～2017年4月3日。  
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友 
      アセットマネジメント作成 

■4月4日の豪ドルの対円相場は、下落しました。

RBAによる政策金利据え置きの決定は市場の予

想通りでしたが、前日に発表された2月の豪州小売

売上高が市場予想に反して前月比0.1%の減少

となったこと、日経平均株価の下落に伴い危険回

避の円買いの動きが強まったこと等によるものです。 

（注）消費者物価指数は2012年4-6月期～2016年 
     10-12月期。消費者物価指数は異常値をつけた 
     項目を除外したトリム平均値。政策金利は2012年 
     6月30日～2017年4月4日。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友 
      アセットマネジメント作成 

■今後については、①豪州の経済・国際収支が改善

基調にある、②RBAによる金融政策の中立維持が

見込まれる、③資源価格が持ち直している等を背

景に、豪ドルの対円相場は底堅く推移すると予想さ

れます。豪州の利回り水準は相対的に高く、豪ドル

資産は投資対象として魅力が大きいと考えられます。 
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http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news170307as.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news170330as2.html

